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2020年には，新型コロナウイルスの感染拡大を防止するために，世界中で人の接触を減らす施策が実施

された．日本では人々の活動制限を要請する施策（緊急事態宣言等）や報道機関による感染者数等の情報

に合わせた注意喚起が実施された．本研究では，これらの施策・注意喚起によって人々はどのように行動

を変化させたのか？という疑問に定量的に答えることを試みる．具体的には，モバイル空間統計🄬から得

られる，金沢市の代表的な地点の500mメッシュ推計人口の時系列推移を，施策や情報の時系列推移で説

明する．このアプローチによって，複数の情報で変化をほぼ説明できることと，それぞれの要因による

人々の反応を定量的に明らかにした． 
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1. はじめに 

 

2019 年 12 月 8 日中国湖北省武漢市で世界初の感染者

が確認されてから，瞬く間に，世界中に感染拡大し，現

在（2021年 2月 6日）に至るまで，全世界で 1億人以上

の感染者が確認され，死亡者は 200 万人を超える 1)．日

本においても，2020 年 1 月 16 日に日本初の新型コロナ

ウイルス感染者が確認されてから，日本全国に感染拡大

し，約 40万人の感染者が確認され，死亡者は約 6,000人

に至る 2)．この新型コロナウイルスへの対応においては，

有効な治療薬がすぐには見つからず，日本におけるワク

チンの接種開始は 2021年 2月下旬頃と言われている 3)．

そのため，感染拡大防止のためには人との接触を最小限

に減らす対策がとられた．我が国においては，行政によ

る緊急事態宣言の発令等を行いつつ，各自治体から行動

自粛の要請が行われた．それに加えて，メディアを通じ

て感染者数等の情報が連日報道され続けていたことによ

っても人々の行動変容が起こったと推測される． 

新型コロナウイルス禍で行われた緊急事態宣言とは，

季節性インフルエンザに比べて重篤になる症例が国内で

多く発生し、全国的な急速な蔓延により、国民生活や国

民経済に甚大な影響を及ぼす場合に、政府対策本部長

（内閣総理大臣）が、①期間、②区域、③事案の概要を

特定して宣言するものである 4)．この宣言の後、都道府

県知事は、より具体的な期間や区域を定め、緊急事態措

置を講ずることができるようになる．措置の内容として，

外出自粛要請・興行場、催物等の制限等の要請・指示

（潜伏期間、治癒するまでの期間等を考慮）・住民に対

する予防接種の実施（国による必要な財政負担）・医療

提供体制の確保（臨時の医療施設等）等がある 5)．石川

県においても，2020年 4月 13日から 2020年 5月 14日ま

で石川県独自の緊急事態宣言が出され，3 密（密閉・密

集・密接）の回避・不要不急の外出自粛・県外からの不

要不急の来訪自粛がとられた 6)．また，緊急事態宣言の

他休業要請・小中高校の休校措置といった政策による

人々の活動制限が行われた．その結果，石川県では多く

の地点で人の移動行動が減少するといった実施前後で急

激な人口分布の変化があったと予測される． 

また，厚生労働省は，PCR検査陽性患者数・PCR検査

人数・死亡者数等の新型コロナウイルス感染者数に関す

るデータをホームページ 7)上に日々掲載している．他に

も，テレビ等のマスメディアから連日新型コロナウイル
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ス感染症に関する報道がなされ，国民に対し新型コロナ

ウイルスへの警戒を促している．これらの情報は，緊急

事態宣言等の行政からの政策同様，人の行動減少に影響

すると考えられ，感染者数情報により人々の移動行動が

変化した場合，感染者数増加に伴い徐々に人は行動の自

粛を行っていく変化が予測される． 

新型コロナウイルスは，本論文執筆時点（2021年 2月）

も感染拡大が続いている．そうした中でも，WHO（世

界保健機関）は，「次のパンデミックに備える必要があ

る」8)と今回の新型コロナウイルスのパンデミックから

次の感染症に向けての準備をする必要があるとしている．

つまり，今後新型コロナウイルスのような感染症が発生

する可能性があり，今回行政が行った政策及び情報発信

といった対応が繰り返し必要になると考えられる．その

とき，過去の人々の行動変容による効果をより細かく把

握しておくことは重要である． 

ここで，既往研究について整理する．感染症パンデミ

ックに関する研究は複数行われてきている．石倉 9)は，

閉鎖経済を対象地域として，ワクチンの配布等の医療体

制が整っていないパンデミック時の初期段階において，

公共交通の停止や学校閉鎖のような社会経済活動制限を

行うか否かの判断，及び最適な実施タイミングを導出す

る方法論の構築を行った．また，数値シミュレーション

から導出したモデルの感度分析を行っている．ここで，

人々の活動制限時における生産活動低下に関するパラメ

ータが活動制限政策を行うか否かの判断，及び最適な実

施タイミングを導出する上で重要であることを示してい

る．石倉は生産活動低下パラメータに仮想的な値を用い

てシミュレーションを行っている．しかし，この研究で

実施されている内容は，仮想ケースでのシミュレーショ

ンである．そのため，実際の観測データから人々の活動

制限時における生産活動低下を把握することは，現実に

即した活動制限政策を行うか否かの判断，及び最適な実

施タイミングを導出する上で重要な指標になると考えら

れる． 

また，新型コロナウイルス流行時の人々の行動変容に

関する研究として Haraら 10)，や Arimuraら 11)の先行研究

がある．Haraらは，日本全国を対象として，新型コロナ

ウイルス禍における行動変化の分析を行っている．

Arimura らは，北海道札幌市の新型コロナウイルス禍に

おける人の行動の時間変動を，空間分布を用いた可視化

を行っている．Hara ら，Arimura らはともに携帯電話位

置情報データを用いて，学校閉鎖や緊急事態宣言といっ

た政府からの政策実施下における人口減少数を明らかに

している点で，本研究と目的は同じである．本研究の特

 
1 「モバイル空間統計」は株式会社ＮＴＴドコモの登録商標です． 

色としては，時系列推移に着目して，緊急事態宣言・感

染者数といった情報ごとに，人の移動行動への影響の差

異を明らかにする点である． 

以上より，行政からの政策及び情報発信に対する人々

の行動変容を把握することは，新型コロナウイルスのパ

ンデミックのように，今後人々の行動制限を効果的に行

うために重要な参考情報となると考えられる．既往研究

では，パンデミック時の行政の政策実施下における人の

行動変容の把握は多くの成果が挙げられている．一方で，

その行動変容が政策によるものか，それともメディア等

からの情報による自律的な行動変化であるかまだ十分に

把握されていない． 

そこで，本研究では，行政からの政策及び情報発信に

対して，人々の行動はどのように変わったのだろうか？

という疑問に答えることを目的とする．携帯電話位置情

報による観測データから推計した人口の時系列推移の予

測値と，新型コロナウイルス禍における時系列推移の観

測値を比較することで，新型コロナウイルス禍における

人々の行動変化を導出する．さらに，その変化を，行政

が行った活動制限政策とメディアが発表した感染者数情

報の時系列推移と比較することによって，人々の行動変

化がどの原因によって起こったかを特定する時系列モデ

ルを作成する．その結果として，以下の 2つの疑問に答

えることができる．一つ目は，新型コロナウイルス感染

症に対して，行政が行った政策及び各種情報発信に対し

て，人々は移動行動をどのように変えたか．二つ目は，

新型コロナウイルス禍で行政が行った複数の政策と情報

発信による人の移動行動への影響はどのように違いがあ

るか． 

 

2. 分析データ 

 

パンデミックのような災害時の場合，人の移動は常に

流動するため，そういった動きを分析するには高頻度で

人の移動行動を把握することができる人の位置情報デー

タが必要である．そのため，本研究では，株式会社ドコ

モインサイトマーケティングによるモバイル空間統計

🄬1データを用いて分析を行う． 

モバイル空間統計12)とは，各基地局と携帯電話との間

の通信から，携帯電話の台数を集計し，人口規模に拡大

することで推計される人口統計情報で， 500mメッシュ

といった空間単位ごとに，1時間ごとの人口を「性別」

「年代」「居住エリア」などの属性別に24時間365日分

析することができる．推計対象は，日本全国をカバーし

ているため，「いつ，どんな人が，どこから，どこへ」
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などエリアの特徴や人々の移動を時間帯ごとに継続的に

把握できる．  

本研究では，新型コロナウイルス禍における行政から

の政策及び情報発信による人々の移動行動変化を分析す

る．そのために，2019年1月1日から2020年11月06日まで

の期間（全676日間），13時台（13時から14時の間）・

19時台（19時から20時の間）に金沢都市圏に属する500m

メッシュに滞在している石川県内居住者の人口データを

用いる．まず，2019年1月からのデータを用いることで，

新型コロナウイルスの影響がない通常時における人の移

動行動と新型コロナウイルス禍における人の移動行動と

の比較から新型コロナウイルスに関する変動を抽出する

ことができる．昼間の13時台・夜間の19時台はともに昼

間・夜間の時間帯の中で比較的滞在人口量が多くなる時

間帯であり，夜間19時台以降は人口滞在量減少がみられ

る．そのため，これらの時間帯を分析することで，より

多くの人の移動行動変化を把握でき，かつ昼間の買い物

行動，夜間の帰宅行動・飲み会行動等の時間帯ごとの行

動変化を把握することができる． 

 

3. モデルの提案 

 

(1) 分析モデルの概要 

本研究では，モバイル空間統計データによる人口滞在

量の時系列推移情報を詳しく分析する．この人口滞在量

の時間変動を「通常時の変動」と「新型コロナウイルス

に関する変動」に分離・表現できるモデルを構築するこ

とで，新型コロナウイルス禍における人々の移動行動変

化の原因の特定をしていく．ここでは，重回帰モデルを

用いて以下のように定式化する． 

𝑦a,d,h = 𝛼a,d,h + 𝜷limit,a,d,h𝑿limit,d,h 

+𝜷infected,a,d,h𝑿infected,d,h 

+𝜷constant,a,d,h𝑿constant,d,h 

+𝜷normal,a,d,h𝑿normal,d,h 

+𝜀a,d,h 

 

 

(1) 

 

目的変数𝑦a,d,hは，a地点のd日・h時台の石川県居住者の

人口滞在量である．そして，この変数が，新型コロナウ

イルス禍で人の移動行動に影響したと考えられる要因と

して，以下の4項の線形和で説明されるとする． 

・政策実施変数項𝜷limit,a,d,h𝑿limit,d,h 

・感染者数変数項𝜷infected,a,d,h𝑿infected,d,h 

・通常時の時間変動項𝜷normal,a,d,h𝑿normal,d,h 

・定数項𝜷constant,a,d,h𝑿constant,d,h 

そして，𝜀a,d,hは誤差項である． 

 なお，𝑿はそれぞれ変数ベクトルであり，それぞれあ

る時点における以下の数値を含む縦ベクトルである． 

・政策実施変数項𝑿limit,d,h 

  （Binary 変数 {0, 1}） 

・ 石川県緊急事態宣言 

・ 石川県による休業要請 

・ 石川県内の小中学校の休校措置 

・ イベント開催の自粛要請 

・ Go to トラベル 

・感染者数変数項𝑿infected,d,h  

  （人数 ※対象時期以外は 0 ） 

・ 石川県PCR検査陽性人数（第１波） 

・ 石川県PCR検査陽性人数（休息期） 

・ 石川県PCR検査陽性人数（第２波） 

・ 石川県PCR検査陽性人数（第３波） 

・ 東京都PCR検査陽性人数（第１波） 

・ 東京都PCR検査陽性人数（休息期） 

・ 東京都PCR検査陽性人数（第２波） 

・ 東京都PCR検査陽性人数（第３波） 

（比率） 

・ 石川県PCR検査陽性率 

・ 東京都PCR検査陽性率 

・ 全国（東京都・石川県以外）PCR検査陽性率 

・通常時の時間変動項𝑿normal,d,h 

  （Binary 変数 {0, 1}） 

・ 祝日 

・ 火曜日 

・ 水曜日 

... 

・ 日曜日 

× 学校休校の有無 

・定数項𝑿constant,d,h 

  （Binary 変数 {0, 1}） 

・ 第１波 

・ 休息期 

・ 第２波 

・ 第３波 

そして，𝜷は係数ベクトルであり，上述の変数に対応す

る係数をそれぞれ含む横ベクトルである．これらの推定

される係数𝜷a,d,hが，それぞれの要因（変数）による影

響を示すことになる．係数𝜷a,d,hが負の場合は人口滞在

量の減少，正の場合は人口滞在量増加を示す．各項の具

体的な内容は(3)で説明する． 

 

(2) 人口変動パターンの分解 

本研究の時系列モデルでは，モバイル空間統計データ

により得られる時間変動情報を通常時の移動行動パター

ンと，通常時の時系列変動に従わない新型コロナウイル

ス禍における異常行動に分解する．新型コロナウイルス

禍の人口減少パターンとして予測される変動を図3-1に
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示す．新型コロナウイルス禍における人口減少の時系列

変動は大きく分けて，図 1の赤線のような政策による急

激な減少パターンと青線に示すような感染者数増加に伴

うなだらかな減少パターンが考えられる．本モデルでは，

時間変動情報を用いていることで，期間の異なる変数・

異なる時間変動値を別々の要因として組み込むことがで

きる．そのため，複数の政策・感染者数情報別に影響の

把握が可能である． 

 

 

図 1 新型コロナウイルス禍に予測される人口減少パターン 

 

(3) 各説明変数の設定内容 

a) 政策実施変数項𝜷limit,a,d,h𝑿limit,a,d,h 

政策実施変数とは，行政が行った政策の実施期間中に

おける人の行動変動変化を説明する変数である．本研究

では表 1に示す 6種類を用いている．変数の期間は段階

的でも解除となった日を終わりとしている． 

なお，政策実施変数は，政策を行った期間に該当する

場合は 1，しない場合は 0 とするダミー変数としている．

そのため，完全に同じ期間であると多重共線性により係

数を識別不可能になってしまう問題がある．そのため，

識別可能な変数のみを選択する必要がある．ここで選択

した，石川県休業要請，石川県内の小中高校の休校措置，

イベント開催の自粛要請，大学の休校・オンライン授業

化，Go to トラベルは，期間が異なるものを選択してお

り，それぞれの係数が複数日分の情報を用いて推定でき

る範囲になっている．なお，石川県緊急事態宣言，県有

施設の休園・休館など全く同期間のものは，影響が合算

されて係数が算出される． 

 

b) 感染者数変数項𝜷infected,a,d,h𝑿infected,a,d,h 

感染者数変数とは，感染者数情報等のメディアからの

状況発信を表す変数であり，1日ごとの時間変動値であ

る．つまり，新型コロナウイルスの感染者数増加に伴う

人の移動行動への影響を示す．本研究では，期間ごと

（第1波・休息期・第2波・第3波）の石川県PCR検査陽

性患者数・東京都PCR検査陽性患者数，石川県PCR検査

陽性率，東京都PCR検査陽性率，全国（東京都・石川県

以外）PCR検査陽性率の計11種類を用いた．陽性率は

PCR検査陽性患者数 PCR検査テスト数⁄ で算出している．

本研究での第1波，休息期，第2波，第3波の定義は次項

の第3項で説明する． 

 

c) コロナ適応定数項𝜷constant,a,d,h𝑿constant,a,d,h 

コロナ適応定数項とは，行政からの政策及び情報発信

以外の要因による新型コロナウイルス禍での人の移動行

動の変動を説明する変数である．本研究では，表 2に示

す 4種類を用いている．第 1波・休息期・第 2波・第 3

波は，通常時（本研究では，2019年 1月1日～2019年12

月 31 日）と比較することで，新型コロナウイルス禍の

各期間（第 1波・休息期・第 2波・第 3波）における政

策及び情報発信による影響以外の基本的な人口滞在量の

時間変動を表す要素として組み込んだ．そのため，この

項を組み込むことで，政策及び情報発信による人口滞在

量減少への影響を適切に抽出できるようになると考えら

れる．これら変数が，期間ごとに値が変化していくこと

は，新型コロナウイルス禍における期間ごとの安定した

人口推移の変化を表している． 

図 2 に実際の感染者数推移と第 1 波・休息期・第 2

波・第 3波の期間を示す．この 4つの期間は，新型コロ

ナウイルス禍における状況変化に伴って期間を設定した．

第 1波は，日本全国で新型コロナウイルス新規感染者が

連日確認されるようになってから，石川県緊急事態宣言

が解除されるまでの期間としている．休息期は全国感染

者数が他の期間に比べ少なく，1 日あたりの新規感染者

数が約 50 人前後の期間である．第 2 波は，単日の全国

新規感染者数が再び 100人を超えはじめピークに達して

から減少し，1 日あたりの新規感染者数が約 500 人前後

になるまでの期間とする．第 3波は，再び全国感染者数

の推移に増加傾向がみられた期間からデータの取得が可

能であった期間までとしている． 

 

 

図 2 全国・石川県PCR検査陽性患者数推移 
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d) 通常変動変数項𝜷normal,a,d,h𝑿normal,a,d,h 

通常変動変数とは，人の移動行動の時系列推移の中で

日常的に起こる範囲の変動を示す通常変動を表した変数

である．本研究では，この通常変動変数として，各曜日

（月～日），大学開校期間，祝日の 3種類を用いる．全

て政策実施変数同様，該当する日付の場合は 1，それ以

外を 0とするダミー変数とする． 

曜日変数は，曜日による人口滞在量の違いを表現する，

7日周期の時間変動要素である． 例えば，月～金曜日は

通勤・通学行動が増え，土・日曜日は観光行動・買い物

行動が増えるといった変動を表現するための変数である．

大学開講期間（月～日）は，曜日だけでは表現できない

学生の通学行動をより詳しく説明するために組み込む．

祝日は，平日と休日の人口滞在量の違いを表現するため

に組み込んだ． 

通常変動変数とコロナ適応定数項による時間変動で， 

2019年（コロナ前）の人の移動行動の変動を説明するこ

とを試みる．つまり，通常変動変数のみで説明できるこ

とは，新型コロナウイルス禍で，行政からの政策及び情

報発信による影響がなかった期間の時間変動を予測でき

ることを意味する. 

 

 

表 1 政策実施変数の期間・内容 

 期間 内容 

石川県緊急事態宣言 

+ 

県有施設の休園・休館 

2020/4/13～2020/5/14 

・3密（密閉・密集・密接）の回避，不要不急の

外出の自粛等の要請 

・県内の文化施設・スポーツ施設・観光施設等の

臨時休園・休館 

石川県休業要請 2020/4/21～2020/5/19 
商業施設・飲食店・旅館・大学等石川県内の約106

業種に休業要請 

石川県内の小中高校の休校措置 2020/3/2～2020/5/19 

新型コロナウイルス感染拡大の影響による石川県

内の 

県立学校の一斉臨時休校 

イベント開催の自粛要請 2020/5/26～2020/9/18 
緊急事態宣言解除後，感染リスク拡大を防ぐため

に国によるイベント自粛要請 

大学休校・オンライン授業期間 
2020/4/1～2020/5/1 

2020/5/7～2020/6/4 

新型コロナウイルス感染拡大により，学生の大学

への登校禁止及び対面授業停止期間 

Go to トラベル 2020/7/22～2020/11/8 

政府が新型コロナウイルス感染拡大の影響で，苦

しい状況が続く観光・運輸・サービス業等を支援

する政策 

 

表 2 コロナ適応定数項期間・定義 

 期間 定義 

第1波 2020/2/12～2020/5/14 
始まり：全国PCR検査陽性患者が連日発生 

終わり：石川県緊急事態宣言の解除 

休息期 2020/5/15～2020/6/30 第1波，第2波の間の期間 

第2波 2020/7/1～2020/10/31 
始まり：1日の全国PCR検査陽性患者数が再び100人を超える 

終わり：全国PCR検査陽性患者数の推移が一定化 

第3波 2020/11/1～2020/11/8 始まり：全国PCR検査陽性患者数が再び増加傾向 

第 63 回土木計画学研究発表会・講演集



 

6 

 

 

4. 代表地点における分析結果 

 

(1) 分析地点 

本節では，3.節で提示したモデルの妥当性を確認する

ため，金沢都市圏の 3地点での分析を行った．3つの地

点は，金沢駅，片町・香林坊と金沢城公園である．各

地点の特徴として，金沢駅・片町・香林坊は石川県の

中心地であり，デパート等の商業施設及び居酒屋等の

飲食店が多く並ぶ．そのため，買い物行動・飲み会行

動がみられる．また，金沢駅は交通拠点であり，通勤

帰宅行動がみられると考えられる．石川県の主要な観

光地である金沢城公園では，観光行動がみられる．こ

れら3地点における滞在行動情報を上述のモデルによっ 

 

て解析することによって，行政からの各政策・メディ

アからの発表が買い物行動・飲み会行動・通勤帰宅行

動・観光行動に及ぼす影響の有無を把握することがで

きる．各地点を示すメッシュは，図 3，図 4，図 5，の

赤枠で囲まれた部分である． 

 

©OpenStreetMap 

図 3 金沢駅周辺メッシュ 

 

 

©OpenStreetMap 

図 4 片町・香林坊周辺メッシュ 

 

 

©OpenStreetMap 

図 5 金沢城公園 

 

(2) 指標の説明 

本研究では，モデルから推定された各説明変数にか

かる係数𝜷a,d,hを推定して，その違いから，行動変容の

特徴とその原因を判断する． 

係数は，政策実施変数項にかかる係数の場合，政策

が行われている期間1日にあたりの通常時からの人口滞

在量変化を示す．感染者数変数項にかかる係数は，石

川県・東京都 PCR検査陽性患者数の場合は PCR検査陽

性患者数が1人増えるごとの人口滞在量変化，石川県・

東京都PCR検査陽性率の場合は陽性率が 1%増えるごと

の人口滞在量変化を示す．係数が正の場合は人口滞在

量増加，負の場合は人口滞在量減少を表す．また，こ

こでは，有意水準を 5%として，その基準に満たない係

数は「有意でない」と判断する．つまり，係数が「有

意でない」政策は，統計的に影響の存在を判断できな

いことを示す． 

また，推定された係数から各政策・発表による人口

滞在量変化量の累計値を算出し，各地点における政策

間の影響比較を行う．累計値の算出方法は，政策実施

変数項の場合，推定された係数と政策を行った期間の

日数の積𝜷limit,a,d,h ∑ 𝑿limit,a,d,h𝑑 で算出した．感染者数

変 数項で は， 累計の人 口滞在 量変 化量は

𝜷infected,a,d,h ∑ 𝑿infected,a,d,h𝑑 で求めた．この式は，石川

県・東京都 PCR 検査陽性患者数の場合は，係数と総陽

性患者数の積，石川県・東京都 PCR 検査陽性率の場合

は，係数と総陽性率の積を意味する．コロナ適応定数

項も政策実施変数項と同様に，係数と行った期間の日

数の積𝜷constant,a,d,h ∑ 𝑿constant,a,d,h𝑑 で累計値を求めた． 

 

(3) モデルの妥当性の確認（金沢駅） 

表 3に昼間 13時台，表 4に夜間 19時台における金沢

駅での回帰分析結果をまとめた．決定係数は昼間0.79，
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夜間 0.86 であった．つまり，本モデルでは，金沢駅周

辺の昼間・夜間の移動行動の約 80%を説明できている

こと示す． 

図 6，図 7に昼間 13時台・夜間 19時台における実際

の人口滞在量変動の観測値と本モデルで推定した予測

値を示している．また，図8に人口滞在量変動の観測値

と予測値の差をとった誤差変動を示している．これら

の図をみると，まず，2019 年の変動において大きな誤

差がなく，新型コロナウイルス感染拡大前（通常時）

の期間の予測は本モデルで精度よく行えている．つま

り，通常変動変数項で 2019 年の人口変動を表すことが

できていると考えられる．一方で，ゴールデンウィー

ク・3 連休以上の休日・年末年始等の突発的な変動が起

きる時点においてモデルの説明力が低くなることが分

かる．また，2020 年の人口滞在量推移においても大き

な誤差がなく，新型コロナウイルス禍における人々の

行動変容を説明できているモデルであるといえる． 

 

表 3 昼間13時台回帰分析結果：金沢駅 

（5%有意な係数には，**を記してある） 

昼間 13時台 
 

係数推定値 p-値 

石川県緊急事態宣言+ 

県有施設の休園・休館 
-1127.8** 7.891×10−14 

石川県休業要請 -844.7** 1.946×10−14 

石川県内の小中高校の 

休校措置 
-122.8 0.251 

イベント開催の自粛要請 -44.1 0.594 

石川県PCR検査陽性 

患者数（第 1波） 
-1.5 0.932 

石川県PCR検査陽性 

患者数（休息期） 
-48.4 0.652 

石川県PCR検査陽性 

患者数（第 2波） 
-6.0 0.394 

石川県PCR検査陽性 

患者数（第 3波） 
59.2 0.659 

石川県PCR検査陽性率 -7.5 0.981 

東京都PCR検査陽性 

患者数（第 1波） 
-3.8** 7.232×10-3 

東京都PCR検査陽性 

患者数（休息期） 
10.5** 9.875×10-3 

東京都PCR検査陽性患者数

（第 2波） 
-0.2 0.611 

東京都PCR検査陽性患者数

（第 3波） 
2.7 0.19 

東京都PCR検査陽性率 1.7 0.985 

全国（東京都・石川以外）

PCR検査陽性率 
-155.4 0.115 

Go to トラベル -69.6 0.528 

祝日 -204.1** 2.113×10-3 

火曜日 -164.9 0.064 

水曜日 -175.8** 0.049 

木曜日 -118.4 0.193 

金曜日 67.9 0.455 

土曜日 -188.2** 0.038 

日曜日 -257.7** 3.328×10-3 

月曜日（大学開校期） -15.4 0.854 

火曜日（大学開校期） 100.6 0.228 

水曜日（大学開校期） 41.4 0.619 

木曜日（大学開校期） 48.0 0.568 

金曜日（大学開校期） 20.4 0.806 

土曜日（大学開校期） 182.6** 0.027 

日曜日（大学開校期） 201.7** 0.014 

月曜日（大学休校期） -42.4 0.799 

火曜日（大学休校期） 121.4 0.488 

水曜日（大学休校期） -7.2 0.964 

木曜日（大学休校期） -15.5 0.92 

金曜日（大学休校期） 19.2 0.913 

土曜日（大学休校期） -620.7** 3.473×10-4 

日曜日（大学休校期） -903.7** 1.953×10-7 

第 1波 -219.0** 0.014 

休息期 -1408.3** 8.869×10-18 

第 2波 -594.6** 2.589×10-6 

第 3波 -1656.8** 1.686×10-5 

切片 5055.7** 1.097×10-315 
  

決定係数 0.79 

 

表 4 夜間 19時台回帰分析結果：金沢駅 

（5%有意な係数には，**を記してある） 

夜間 19時台  
係数推定値 p-値 

石川県緊急事態宣言+ 

県有施設の休園・休館 
-1070.8** 1.414×10−11 

石川県休業要請(106業種) -391.4** 7.622×10−3 

石川県内の小中高校の 

休校措置 
-399.6** 4.265×10−4 

イベント開催の自粛要請 -81.4 0.351 

石川県PCR検査陽性患者数

（第 1波） 
-9.3 0.618 

石川県PCR検査陽性患者数

（休息期） 
-46.3 0.682 

石川県PCR検査陽性患者数

（第 2波） 
-8.9 0.230 

石川県PCR検査陽性患者数

（第 3波） 
27.2 0.847 

石川県PCR検査陽性率 216.8 0.513 

東京都PCR検査陽性患者数 -3.6** 0.015 
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（第 1波） 

東京都PCR検査陽性患者数

（休息期） 
11.5** 7.068×10-3 

東京都PCR検査陽性患者数

（第 2波） 
-1.1** 0.024 

東京都PCR検査陽性患者数

（第 3波） 
-0.5 0.818 

東京都PCR検査陽性率 27.7 0.771 

全国（東京都・石川以外）

PCR検査陽性率 
-86.3 0.406 

Go to トラベル 132.1 0.256 

祝日 -455.6** 1.294×10-10 

火曜日 -120.9 0.197 

水曜日 19.4 0.837 

木曜日 97.3 0.310 

金曜日 843.0** 1.334×10-17 

土曜日 408.0** 2.288×10-5 

日曜日 -434.1** 3.059×10-6 

月曜日（大学開校期） -76.0 0.389 

火曜日（大学開校期） 265.8** 2.598×10-3 

水曜日（大学開校期） 154.7 0.078 

木曜日（大学開校期） 178.9** 0.044 

金曜日（大学開校期） 290.7** 9.902×10-4 

土曜日（大学開校期） 181.0** 0.038 

日曜日（大学開校期） 96.9 0.262 

月曜日（大学休校期） -195.6 0.265 

火曜日（大学休校期） -296.0 0.109 

水曜日（大学休校期） -435.5** 9.641×10-3 

木曜日（大学休校期） -505.7** 2.054×10-3 

金曜日（大学休校期） -1147.7** 9.074×10-10 

土曜日（大学休校期） -931.8** 4.017×10-7 

日曜日（大学休校期） -343.9 0.058 

第 1波 -398.7** 2.413×10-5 

休息期 -1861.9** 2.877×10-26 

第 2波 -976.1** 4.757×10-13 

第 3波 -1377.5** 6.677×10-4 

切片 4280.4** 1.092×10-262 
  

決定係数 0.87 

 

 

 

図 6 昼間13時台観測値と予測されたモデルの回帰変動 

：金沢駅 

 

 

図 7 夜間19時台観測値と予測されたモデルの回帰変動 

：金沢駅 

 

 

図 8 誤差（観測値-予測値）変動 

 

(4) 分析結果（金沢駅） 

表 3，表 4をみると，行政が行った政策において石川

県緊急事態宣言・石川県休業要請が昼間 13 時台・夜間

19 時台とも負に有意であった．石川県緊急事態宣言は

昼間・夜間に関係なく 1日あたり約 1,000人，石川県休

業要請は 1日あたり昼間 13時台で約 900人，夜間 19時

台で約400人の行動低下を示している．一方で，小中高

校の臨時休校は，19時台のみ負に有意であり，1日あた

り約400人の行動低下に影響した．次に，感染者数の影

響をみると，石川県 PCR 検査陽性患者数は有意でない

のに対し，東京都 PCR 検査陽性患者数は負に有意であ
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った．つまり，石川県居住者は，石川県内の感染者数

ではなく，報道が多かった東京都感染者数増加に伴い

行動の自粛を進めた傾向にあることが分かる．また，

東京都 PCR検査陽性患者数は，第 1波（2020年 2月 12

日～2020年 5月 14日）期間中において昼間 13時台・夜

間 19 時台ともに負に有意であったが，休息期（2020 年

5月 15日～2020年 6月 30日）期間中は昼間 13時台・夜

間19時台ともに正に有意であった．また，第2波（2020

年 7月 1日～2020年 10月 31日）期間中において夜間 19

時台のみ負に有意であった．この結果から，昼間の移

動行動は，第1波期間中において行動低下に影響したが，

時間経過に伴って感染者数情報に応答しなくなる傾向

がある．一方で，夜間の移動行動は，休息期では感染

者数増加に伴い行動の自粛を進めず，感染者数が増加

傾向であった第1波・第2波期間中で感染者数増加に伴

い行動の自粛を進める傾向にあると推測される． 

次に，図 9に昼間 13時台，夜間 19時台に金沢駅でみ

られた各政策・メディアからの発表における人口滞在

変化量の累計値をまとめた．図9をみると，石川県緊急

事態宣言が昼間 13時台・夜間 19時台ともに人の行動減

少への影響が大きく，30,000人以上の減少を示している．

この結果から，石川県緊急事態宣言の発令により，多

くの石川県居住者は買い物行動，飲み会行動，鉄道・

バスが必要な外出行動の自粛を図ったと考えられる．

石川県休業要請による人口滞在量減少は，夜間 19 時台

では約 10,000 人なのに対し，昼間 13 時台では約 20,000

人が減少している．これから，休業要請は，金沢駅に

おいて買い物行動・通勤行動により強く影響したと考

えられる．小中高校の臨時休校は，夜間 19 時台におい

て石川県緊急事態宣言と同程度の約30,000人の行動低下

を示している．この原因として，帰宅の手段として金

沢駅を利用していた学生の利用がなくなったこと，学

校の帰りに駅周辺の商業施設・飲食店を利用する学生

がいなくなったことが考えられる．東京都 PCR 検査陽

性患者数は，第 1 波期間中の夜間 19 時台において石川

県休業要請と比べ，多くの人の行動低下に影響してい

る．つまり，金沢駅 19時台において東京都 PCR検査陽

性患者数が石川県休業要請より飲み会等の行動自粛を

進めると考えられる．また，東京都 PCR 検査陽性患者

数は,第1波期間中に比べ，第2波期間中で多くの人の夜

間の移動行動自粛に影響し，20,000人以上の減少がみら

れる．この結果から，石川県居住者は，石川県緊急事

態宣言解除後（第2波）で，より感染者数増加に伴い飲

み会等の行動の自粛を進める傾向にあることが分かる． 

 

 

図 9 政策・感染者数情報による累計の人口滞在量変化 

：金沢駅 

 

5. 代表地点間の影響比較 

 

(1) 概説 

4.節の代表地点における分析から，表 5，表 6 に昼間

13 時台，表 7，表 8に夜間 19時台における人の移動行

動に影響したと推定された行政からの政策・メディア

からの発表による各地点の人口滞在量の減少率・増加

率，累計人口滞在変化量をまとめた．ここで，減少

率・増加率は，通常変動量に対する行政からの政策及

び発表による人口滞在変化量の割合を表し，以下の式

(6)で算出した．  

各政策・発表による

累計人口滞在変化量𝜷a,d,h∑ 𝑿a,d,hd

各政策・発表が実施された期間内の

累計通常変動量∑ (𝛼a,d,h + 𝜷a,d,hd 𝑿normal,a,d,h)

(6) 

 

式 6-1から算出した減少率・増加率を用いて地点間にお

ける行政が行った政策・発表の影響の比較を行ってい

く． 

 

(2) 昼間における地点ごとによる政策・情報発表に対

する反応の違い 

まず，昼間 13 時台における地点ごとの違いをみてい

く．表 5，表 6をみると，石川県緊急事態宣言の発令に

よる人口滞在減少量は金沢駅が最も大きく 36,090.7人が

減少した．しかし，減少率をみると金沢城公園が大き

く，金沢駅，片町・香林坊では 20%弱であったのに対

し，金沢城公園では 30%となった．この差異は，場所

ごとの行動目的の差異が影響しているものと思われる．

金沢駅や片町・香林坊では，職場や買い物といった日

常行動での滞在が占める割合が多いと推測される．そ

の一方で，金沢城公園では周辺・中の県有施設へ来訪

する非日常の観光行動で来訪行動が多いと思われる．

つまり，上述のように石川県緊急事態宣言に対する減
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少率が金沢城公園で特に大きかったことは，（休園・

休館措置が取られた）県有施設に来訪する観光行動に

おいて，特に行動を取りやめる割合が大きかったこと

を意味する． 

一方で，石川県休業要請・東京都 PCR 陽性患者数は

金沢駅・片町・香林坊の中心地でのみ行動低下を示し

ている．石川県休業要請と東京都 PCR 検査陽性患者数

（第1波）はどちらとも金沢駅や片町・香林坊において

累計で約20,000人の人口滞在量減少がみられた．これら

の減少率をみると石川県休業要請の発令が約 20%弱，

第 1波（2020年 2月 12日～2020年 5月 14日）期間中に

おける東京都PCR検査陽性患者数が約 5%であった．つ

まり，東京都の陽性者数に比例して行動変容が起こる

といった変化よりも，石川県休業要請の有無による人

の移動行動減少が大きかったことが分かる． 

以上の結果から，石川県緊急事態宣言が3地点全てで

行動低下割合が最も大きく出ている等，昼間 13 時台に

おいて行政が行った政策は約 20～30%の行動低下に影

響していることが分かった．そして，東京都 PCR 検査

陽性患者数等の感染者数に比例した変化は，全体の行

動変容の中でも数パーセントにすぎないことが分かっ

た．つまり，この点では人々の行動変容は感染人数の

変化によって比例的に変化するより，「緊急事態宣言

などの期間に急激に起こった」といえる． 

また，大学の休校・オンライン授業の実施期間中に

おいて土曜日・日曜日等の休日に3地点全てで約2～3%

の人口滞在量減少が確認された． 

 

表 5 地点ごと各政策・発表による人口減少率・増加率 

：昼間13時台 

 
 

表 6 地点ごと各政策・発表による累計人口滞在変化量 

：昼間13時台 

 

 

(3) 夜間における地点ごとによる政策・情報発表に対

する反応の違い 

夜間 19 時台における地点ごとの違いをみていく．表

7，表 8をみると，昼間 13時台に比べ，石川県緊急事態

宣言による減少率は3地点でほぼ等しく，約24～29%で

ある．また，累計人口滞在減少量は，片町・香林坊で

最も大きく43,362.5人と昼間13時台に比べ，約15,000人

減少が大きくみられた．ここでは，場所ごとに昼間と

違った目的行動を捉えている．金沢駅や片町・香林坊

では，職場や学校からの帰宅・居酒屋等への飲み会行

動での滞在が占める割合が大きいと推測される．特に，

片町・香林坊では金沢駅に比べ，多くの飲み会行動が

みられると考えられる．金沢城公園では，周辺・中の

県有施設からの帰宅行動が多いと思われる．つまり，

石川県緊急事態宣言の発令によって，上述した行動を

取りやめる割合に差異がないことを意味する．また，

片町・香林坊で昼間より多くの人口滞在量減少がみら

れた原因は昼間の日常行動に比べ，多くの人は飲み会

行動をやめると考えられる． 

石川県休業要請，東京都 PCR 検査陽性患者数（第 1

波），東京都PCR検査陽性患者数（第2波）は金沢駅，

片町・香林坊といった中心地でのみ人の行動低下に影

響していることが分かる．また，大学の休校・オンラ

イン授業の実施期間中においても人口滞在量減少がみ

られた．ここで，累計人口滞在減少量・減少率をみる

と，金沢駅に比べ，片町・香林坊で減少が大きいこと

が分かる．特に，東京都 PCR 検査陽性患者数は，累計

人口滞在減少量は第1波38,809.4人，第2波62,831.6人と

金沢駅に比べ，2 倍以上の減少がみられた．また，減少

率も第1波8%，第2波10%と金沢駅に比べ，2倍の影響

を示している．つまり，東京都陽性者数に比例して，

飲み会行動をやめる人が多くいることが分かる． 

一方で，小中高校の臨時休校は金沢駅でのみ31,565人

の行動低下が確認された．これは，帰宅の際，鉄道・

バスを利用する学生がなくなったこと，駅周辺の商業

施設を利用する学生がなくなったためと思われる． 

また，金沢駅や片町・香林坊において石川県休業要請

は，累計人口滞在減少量において東京都 PCR 検査陽性

患者数より小さい．しかし，減少率をみると東京都

PCR 検査陽性患者数に比べ大きいことが分かる．つま

り，石川県休業要請期間中（2020年 4月 21日～2020年

5 月 19 日）における夜間の行動変容は，東京都の陽性

者数に比例する変化よりも，石川県休業要請の有無に

よる減少が大きかったことが分かる． 

以上の結果から，昼間同様，夜間の帰宅・飲み会・

買い物行動等の行動変容は東京都 PCR 検査陽性患者数
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の変化によって比例的に変化するより，「緊急事態宣

言などの期間に急激に起こった」といえる． 

 

 

表 7 地点ごと各政策・発表による人口減少率・増加率 

：夜間19時台 

 

 

 

表 8 地点ごと各政策・発表による累計人口滞在量変化量 

：夜間19時台 

 

 

6. おわりに 

 

本研究では，時系列モデルを，携帯電話位置情報に

よる「モバイル空間統計データ」に適用することで新

型コロナウイルス禍における人々の移動行動変化を明

らかにした．  

まず，上述の時系列モデルを用いて，金沢都市圏内

の主要地点である金沢駅，片町・香林坊，金沢城公園

の新型コロナウイルス禍における石川県居住者の人口

滞在量の時系列推移を分析した．その結果，3 地点と 2

つの時間帯に共通して，石川県緊急事態宣言による人

の行動低下への影響が大きいことが明らかとなった．

具体的には，累計で金沢駅は昼間・夜間ともに30,000人

以上，片町・香林坊では昼間に約30,000人で夜間にはさ

らに多く40,000人以上，金沢城公園は昼間約14,000人，

夜間約 6,000 人もの行動減少が確認された．この量は，

石川県緊急事態宣言の発令により，これらの場所で同

時間に滞在する人のうちで約 20～30%の人が来訪をと

りやめたことを示している．また，行政からの要請だ

けでなく，感染者数情報に応じた，人々の自律的な行

動変容も確認された．このとき，行動変化の時間推移

を説明できる変数として，ローカルな感染者数情報

（石川県 PCR 検査陽性患者数）ではなく，繰り返し報

道された東京都 PCR 検査陽性患者数が採択された．つ

まり，金沢都市圏の人々は石川の感染者数より，東京

の感染者数の推移に伴って行動の自粛を進めたことが

明らかとなった．特に，感染者数情報による自律的な

行動変化は，金沢駅や片町・香林坊といった中心地に

おいては，昼間に比べ，夜間の移動行動への影響が大

きかった．具体的には，夜間の累計で第1波に金沢駅で

約 20,000人，片町・香林坊で約 40,000人，第 2波に金沢

駅で約25,000人以上，片町・香林坊で約60,000人以上の

減少が確認された．以上のように，片町・香林坊とい

う飲食店街における夜間の滞在行動への影響が特に大

きいことから，感染者数情報による自律的な行動変化

は，飲み会行動等の夜間の移動行動により強くみられ

たことが分かる． 

次に，地点間の影響比較を行った結果，感染者数情

報による自律的な変化は人口の約 5%～10%の変化に過

ぎなかったのに対し，行政が期間を指定して要請した

政策は約 10～30%の変化があるという差異があること

が分かった．これは，3 地点全てで共通であり，感染者

数情報による自律的な変化に対して，行政による指定

期間の政策の方が効果的に人の行動自粛に影響するこ

とが明らかとなった．また石川県休業要請は，昼間と

夜間で影響の大きさが異なり，昼間では約 20～30%の

人の行動減少に影響するが，夜間では 10%程度になる

ことが分かった 

本研究では，時系列モデルから行動減少を複数の政

策・情報別に分解することで，金沢市の代表的な場所

における人々の来訪行動の変化を明らかにした．これ

と同様のモデルを，より多くの時点・場所の位置情報

ビックデータに適用することで，より精度の高い行政

からの情報発信に対する人々の移動行動変化をより広

く把握することが可能である．そして，本研究で得ら

れた人々の行動変容の特徴を示す係数は，また新たな

感染症パンデミック発生時等の行動制限を行う必要が

ある際，行政が効率的に人の行動制限を行うための参

考情報となることが期待できる． 
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